
（新）

別記

第１号様式（第８条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

（生年月日： ）

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付申請書

下記のとおり事業を実施したいので、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱第８条

第１項の規定により、補助金 円の交付を申請します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 事業区分（該当事業の〔 〕欄に○印を付してください。）

〔 〕ステップアップ事業（トライアル分）

〔 〕ステップアップ事業（通常分）

〔 〕一般事業（通常分）

〔 〕一般事業（特別分）

〔 〕一般事業（企業等通常分）

〔 〕特別承認事業

〔 〕中山間地域雇用創出事業

〔 〕雇用奨励金事業

〔 〕外部人材活用支援事業

〔 〕地域産業課題解決支援事業

４ 事業の目的

５ 事業着手及び完了の予定年月日

着手予定年月日 年 月 日

完了予定年月日 年 月 日

（注） 審査会から参考意見の付された一般事業、特別承認事業、中山間地域雇用創出事業、雇用奨励金事業

は、別記第１号様式の１「審査会から付された意見への対応について」を添えてください。

ステップアップ事業は別記第１号様式の２「高知県産業振興推進総合支援事業（ステップアップ事業）

実施計画書」を添えてください。

外部人材活用支援事業は別記第１号様式の３「高知県産業振興推進総合支援事業（外部人材活用支援

事業）実施計画書」を添えてください。

地域産業課題解決支援事業は別記第１号様式の４「高知県産業振興推進総合支援事業（地域産業課題

解決支援事業）実施計画書」を添えてください。

雇用奨励金事業は別記第１号様式の５「雇用者名簿」を添えてください。

（旧）

別記

第１号様式（第８条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

（生年月日： ）

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付申請書

下記のとおり事業を実施したいので、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱第８条

第１項の規定により、補助金 円の交付を申請します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 事業区分（該当事業の〔 〕欄に○印を付してください。）

〔 〕ステップアップ事業（トライアル分）

〔 〕ステップアップ事業（通常分）

〔 〕一般事業（通常分）

〔 〕一般事業（特別分）

〔 〕一般事業（企業等通常分）

〔 〕特別承認事業

〔 〕外部人材活用支援事業

〔 〕地域産業課題解決支援事業

４ 事業の目的

５ 事業着手及び完了の予定年月日

着手予定年月日 年 月 日

完了予定年月日 年 月 日

（注） 審査会から参考意見の付された一般事業、特別承認事業は、別記第１号様式の１「審査会から付され

た意見への対応について」を添えてください。

ステップアップ事業は別記第１号様式の２「高知県産業振興推進総合支援事業（ステップアップ事業）

実施計画書」を添えてください。

外部人材活用支援事業は別記第１号様式の３「高知県産業振興推進総合支援事業（外部人材活用支援

事業）実施計画書」を添えてください。

地域産業課題解決支援事業は別記第１号様式の４「高知県産業振興推進総合支援事業（地域産業課題

解決支援事業）実施計画書」を添えてください。



（新）

６ 収支予算

（１）収入の部 （単位：円）

（注）１ 区分は、適宜記入してください。

２ 地方債については、「備考」欄に地方債の種類を記入してください。

（２）支出の部 （単位：円）

（注）１ 「事業名」欄は、市町村等にあっては、歳出予算における事業名を記入してください。

２ 「予算議決日（又は議決予定日）」欄は、市町村等の場合に記入してください。

区 分 予 算 額 備 考

国補助金

県補助金

一般財源又は自己資金

地方債又は借入金

その他（ ）

計

事 業 名 予 算 額 備 考

計

予算議決日（又は議決予定日） 年 月 日（予定）

（旧）

６ 収支予算

（１）収入の部 （単位：円）

（注）１ 区分は、適宜記入してください。

２ 地方債については、「備考」欄に地方債の種類を記入してください。

（２）支出の部 （単位：円）

（注）１ 「事業名」欄は、市町村等にあっては、歳出予算における事業名を記入してください。

２ 「予算議決日（又は議決予定日）」欄は、市町村等の場合に記入してください。

区 分 予 算 額 備 考

国補助金

県補助金

一般財源又は自己資金

地方債又は借入金

その他（ ）

計

事 業 名 予 算 額 備 考

計

予算議決日（又は議決予定日） 年 月 日（予定）
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７ 事業実施計画

（１）財源内訳等

（単位：円）

（注）１ 事業実施主体ごとに記入してください。

２ 「備考」欄は、補助対象経費（Ａ）に含まれる消費税及び地方消費税相当額を記入してください。

事業名 事業概要
事業実施

主体

着手予定

年月日

完了予定

年月日

総事業費

(Ａ＋Ｂ)

補助対象

経費

（Ａ）

補助対象経費(Ａ)の財源内訳

その他の

経 費

（Ｂ）

備 考
国補助金 県補助金

一般財源

又は

自己資金

地方債

又は

借入金

その他

（ ）

計

（旧）

７ 事業実施計画

（１）財源内訳等

（単位：円）

（注）１ 事業実施主体ごとに記入してください。

２ 「備考」欄は、補助対象経費（Ａ）に含まれる消費税及び地方消費税相当額を記入してください。

事業名 事業概要
事業実施

主体

着手予定

年月日

完了予定

年月日

総事業費

(Ａ＋Ｂ)

補助対象

経費

（Ａ）

補助対象経費(Ａ)の財源内訳

その他の

経 費

（Ｂ）

備 考
国補助金 県補助金

一般財源

又は

自己資金

地方債

又は

借入金

その他

（ ）

計
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（２）総事業費の内訳

（単位：円）

（注） 算定根拠となる資料を添えてください（既に提出している場合は、不要です。）。

補助対象

事業区分
事業実施主体 内 容 積 算 根 拠 金 額

うち、

補助対象経費

①市場調

査等事業

小 計

②商品・

技術開発

等事業

小 計

③販路開

拓・販売

促進等事

業

小 計

④観光交

流促進等

事業

小 計

⑤施設・

設備等整

備事業

小 計

⑥その他

事業

小 計

合 計

（旧）

（２）総事業費の内訳

（単位：円）

（注） 算定根拠となる資料を添えてください（既に提出している場合は、不要です。）。

補助対象

事業区分
事業実施主体 内 容 積 算 根 拠 金 額

うち、

補助対象経費

①市場調

査等事業

小 計

②商品・

技術開発

等事業

小 計

③販路開

拓・販売

促進等事

業

小 計

④観光交

流促進等

事業

小 計

⑤施設・

設備等整

備事業

小 計

⑥その他

事業

小 計

合 計



（新）

第１号様式の１

審査会から付された意見への対応について

（一般事業、特別承認事業、中山間地域雇用創出事業、雇用奨励金事業）

事 業 名 事業実施主体

審 査 日 年 月 日
総 事 業 費

（ 補 助 申 請 額 ）

千円

（ 千円）

審査会から

付された意見

※ 採択通知書別紙

の審査会の意見を

転記してくださ

い。

■ 総 評

■ 参考意見

参考意見への

対応

（審査会から付された参考意見に対して、どのように取り組んでいくのかを記入してくだ

さい。）

（旧）

第１号様式の１

審査会から付された意見への対応について（一般事業、特別承認事業）

事 業 名 事業実施主体

審 査 日 年 月 日
総 事 業 費

（ 補 助 申 請 額 ）

千円

（ 千円）

審査会から

付された意見

※ 採択通知書別紙

の審査会の意見を

転記してくださ

い。

■ 総 評

■ 参考意見

参考意見への

対応

（審査会から付された参考意見に対して、どのように取り組んでいくのかを記入してくだ

さい。）
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第１号様式の２

高知県産業振興推進総合支援事業（ステップアップ事業）実施計画書

（注）１ 地域アクションプランへの位置付けがある場合は、「産業振興計画への位置付け」欄に、

市町村の担当課名を記入してください。

２ 「ビジネスの内容」欄は、事業実施主体の活動内容、提供する商品・サービス等の内容

及び活用する地域資源等を記載してください。

３ 「補助事業の内容及び事業費」欄は、事業内容と事業費に加えて、本事業のターゲット

とする市場及び顧客層についても記載してください。

４ 「中期的な目標」欄は、売上等の指標に対する実績値、数値目標及び到達予定時期を記

載し、「補助事業終了後の計画」欄は、目標達成に向けた販路開拓、商品開発等の取組や目

標の達成見込みを記載してください。

５ トライアル分の場合は、高知県産業振興アドバイザー（発掘支援型）を活用した実績の

わかる資料を添えてください。

事 業 名

事業実施主体

産業振興計画

への位置付け

地域、AP№、名称：

※位置付け前のものは位置付け予定時期：○年○月

ビジネスの内容

現状及び課題

事業の目的

及び必要性

補助事業の内容

及び事業費

事業実施により

見込まれる地域

への経済波及効果

市町村の支援体制

中期的な目標

補
助
事
業
終
了
後
の
計
画

年度

（１年目)

年度

(２年目)

年度

(３年目)

（旧）

第１号様式の２

高知県産業振興推進総合支援事業（ステップアップ事業）実施計画書

（注）１ 地域アクションプランへの位置付けがある場合は、「産業振興計画への位置付け」欄に、

市町村の担当課名を記入してください。

２ 「ビジネスの内容」欄は、事業実施主体の活動内容、提供する商品・サービス等の内容

及び活用する地域資源等を記載してください。

３ 「補助事業の内容及び事業費」欄は、事業内容と事業費に加えて、本事業のターゲット

とする市場及び顧客層についても記載してください。

４ 「中期的な目標」欄は、売上等の指標に対する実績値、数値目標及び到達予定時期を記

載し、「補助事業終了後の計画」欄は、目標達成に向けた販路開拓、商品開発等の取組や目

標の達成見込みを記載してください。

５ トライアル分の場合は、高知県産業振興アドバイザー（発掘支援型）を活用した実績の

わかる資料を添えてください。

事 業 名

事業実施主体

産業振興計画

への位置付け

地域、AP№、名称：

※位置付け前のものは位置付け予定時期：○年○月

ビジネスの内容

現状及び課題

事業の目的

及び必要性

補助事業の内容

及び事業費

事業実施により

見込まれる地域

への経済波及効果

市町村の支援体制

中期的な目標

補
助
事
業
終
了
後
の
計
画

年度

（１年目)

年度

(２年目)

年度

(３年目)
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第１号様式の３

高知県産業振興推進総合支援事業（外部人材活用支援事業）実施計画書

事 業 名

事業実施主体

産業振興計画

への位置付け
地域、AP№、名称：

ビジネスの内容

現状及び課題

事業の目的

及び必要性

専門人材の氏名、

経歴、活動内容、

求める役割等

ノウハウ等の

受け入れ体制

補助事業の内容

及び事業費

事業実施により

見込まれる地域

への経済波及効果

事業実施における

地域との連携

中期的な目標

＜事業目標の考え方・補足説明＞

指標
○年○月期

（実施年度）

○年○月期

（１年目）

○年○月期

（２年目）

○年○月期

（３年目）

（旧）

第１号様式の３

高知県産業振興推進総合支援事業（外部人材活用支援事業）実施計画書

事 業 名

事業実施主体

産業振興計画

への位置付け
地域、AP№、名称：

ビジネスの内容

現状及び課題

事業の目的

及び必要性

専門人材の氏名、

経歴、活動内容、

求める役割等

ノウハウ等の

受け入れ体制

補助事業の内容

及び事業費

事業実施により

見込まれる地域

への経済波及効果

事業実施における

地域との連携

中期的な目標

＜事業目標の考え方・補足説明＞

指標
○年○月期

（実施年度）

○年○月期

（１年目）

○年○月期

（２年目）

○年○月期

（３年目）
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（注）１ 「産業振興計画への位置付け」欄には、市町村の担当課名を記入してください。

２ 「ビジネスの内容」欄は、事業実施主体の活動内容、提供する商品・サービス等の内容

及び活用する地域資源等を記載してください。

３ 「ノウハウ等の受け入れ体制」欄は、ノウハウ等の移転を受ける人材、受け入れの方法

等を記載してください。

４ 「補助事業終了後の計画」欄は、目標達成に向けた取組や目標の達成見込みを記載して

ください。

補
助
事
業
終
了
後
の
計
画

年度

（１年目)

年度

(２年目)

年度

(３年目)

市町村総合戦略

への位置付け

（旧）

（注）１ 「産業振興計画への位置付け」欄には、市町村の担当課名を記入してください。

２ 「ビジネスの内容」欄は、事業実施主体の活動内容、提供する商品・サービス等の内容

及び活用する地域資源等を記載してください。

３ 「ノウハウ等の受け入れ体制」欄は、ノウハウ等の移転を受ける人材、受け入れの方法

等を記載してください。

４ 「補助事業終了後の計画」欄は、目標達成に向けた取組や目標の達成見込みを記載して

ください。

補
助
事
業
終
了
後
の
計
画

年度

（１年目)

年度

(２年目)

年度

(３年目)

市町村総合戦略

への位置付け
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第１号様式の４

高知県産業振興推進総合支援事業（地域産業課題解決支援事業）実施計画書

事 業 名

事業実施主体名

産業振興計画

への位置付け
地域、AP№、名称：

産業振興アドバ

イザー（課題一

貫支援型）の実

施期間及び指導

内容

（実施期間） ○年○月 ～ ○年○月

（指導内容）

ビジネスの内容

現状及び課題

事業の目的

及び必要性

補助事業の内容

及び事業費

事業実施により

見込まれる地域

への経済波及効

果

事業実施におけ

る地域との連携

（旧）

第１号様式の４

高知県産業振興推進総合支援事業（地域産業課題解決支援事業）実施計画書

事 業 名

事業実施主体名

産業振興計画

への位置付け
地域、AP№、名称：

産業振興アドバ

イザー（課題一

貫支援型）の実

施期間及び指導

内容

（実施期間） ○年○月 ～ ○年○月

（指導内容）

ビジネスの内容

現状及び課題

事業の目的

及び必要性

補助事業の内容

及び事業費

事業実施により

見込まれる地域

への経済波及効

果

事業実施におけ

る地域との連携
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（注）１ 高知県産業振興アドバイザー（課題一貫支援型）について、本様式の別添及び活用した

実績・支援内容等のわかる資料を添えてください。

２ 「産業振興計画への位置付け」欄には、市町村の担当課名を記入してください。

３ 「ビジネスの内容」欄は、事業実施主体の活動内容、提供する商品・サービス等の内容

及び活用する地域資源等を記載してください。

経営状況及び

事業目標

（単位：千円）

※当該事業実施年度を起点に前後２か年分を記載してください

＜事業目標の考え方・補足説明＞

○年○月期

（前々期）

○年○月期

（前期）

○年○月期

（実施年度）

○年○月期

（１年目）

○年○月期

（２年目）

売上高

売上

原価

販売

管理費

営業

利益

経常

利益

（旧）

（注）１ 高知県産業振興アドバイザー（課題一貫支援型）について、本様式の別添及び活用した

実績・支援内容等のわかる資料を添えてください。

２ 「産業振興計画への位置付け」欄には、市町村の担当課名を記入してください。

３ 「ビジネスの内容」欄は、事業実施主体の活動内容、提供する商品・サービス等の内容

及び活用する地域資源等を記載してください。

経営状況及び

事業目標

（単位：千円）

※当該事業実施年度を起点に前後２か年分を記載してください

＜事業目標の考え方・補足説明＞

○年○月期

（前々期）

○年○月期

（前期）

○年○月期

（実施年度）

○年○月期

（１年目）

○年○月期

（２年目）

売上高

売上

原価

販売

管理費

営業

利益

経常

利益



（新）

第１号様式の４ 別添

年 月 日

高知県知事 様

高知県産業振興アドバイザー（課題一貫支援型） ○○ ○○

下記の事業については、高知県産業振興アドバイザー（課題一貫支援型）による支援を生かした

地域経済の活性化への貢献及び補助事業の趣旨に整合する事業であると認められる。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体名

３ 高知県産業振興アドバイザー（課題一貫支援型）による支援の概要

（旧）

第１号様式の４ 別添

年 月 日

高知県知事 様

高知県産業振興アドバイザー（課題一貫支援型） ○○ ○○

下記の事業については、高知県産業振興アドバイザー（課題一貫支援型）による支援を生かした

地域経済の活性化への貢献及び補助事業の趣旨に整合する事業であると認められる。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体名

３ 高知県産業振興アドバイザー（課題一貫支援型）による支援の概要



（新）

第１号様式の５

雇用者名簿

令和 年 月 日

（注）１ 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 107 条の労働者名簿から転記してください。

２ 雇用形態欄に「正規」又は「非正規」を記入してください。

３ 補助金交付決定までに変更があった場合は改めて提出してください。

番号 氏名 生年月日 住所 雇用開始日 雇用形態

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15



（新）

第２号様式（第 10 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金に係る補助事業遅延等報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定が

ありました下記事業に係る遅延等について、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱

第 10 条第１号の規定により、下記のとおり報告します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 事業区分（該当事業の〔 〕欄に○印を付してください。）

〔 〕ステップアップ事業（トライアル分）

〔 〕ステップアップ事業（通常分）

〔 〕一般事業（通常分）

〔 〕一般事業（特別分）

〔 〕一般事業（企業等通常分）

〔 〕特別承認事業

〔 〕中山間地域雇用創出事業

〔 〕雇用奨励金事業

〔 〕外部人材活用支援事業

〔 〕地域産業課題解決支援事業

４ 遅延等の内容及び原因

５ 遅延等に対する措置

６ 補助事業の遂行及び完了の予定

（注）工事等の施工スケジュールの変更に伴うものは、変更後の工程表を添えてください。

（旧）

第２号様式（第 10 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金に係る補助事業遅延等報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定が

ありました下記事業に係る遅延等について、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱

第 10 条第１号の規定により、下記のとおり報告します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 事業区分（該当事業の〔 〕欄に○印を付してください。）

〔 〕ステップアップ事業（トライアル分）

〔 〕ステップアップ事業（通常分）

〔 〕一般事業（通常分）

〔 〕一般事業（特別分）

〔 〕一般事業（企業等通常分）

〔 〕特別承認事業

〔 〕外部人材活用支援事業

〔 〕地域産業課題解決支援事業

４ 遅延等の内容及び原因

５ 遅延等に対する措置

６ 補助事業の遂行及び完了の予定

（注）工事等の施工スケジュールの変更に伴うものは、変更後の工程表を添えてください。



（新）

第３号様式（第 11 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業指令前着手届

高知県産業振興推進総合支援事業実施計画に基づく下記事業について、別記条件を了承の上、指

令前に着手したいので、指令前着手届を提出します。

記

１ 事業内容

２ 指令前着手を必要とする理由

別記条件

１ 補助金の交付の決定通知を受けるまでの期間内に、天災地変等の理由によって実施した事業に

損失を生じた場合の当該損失は、事業実施主体が負担するものとすること。

２ 補助金の交付の決定通知を受けた補助金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合

においても、異議がないこと。

３ 当該事業については、着手から補助金の交付の決定通知を受けるまでの期間内において、計画

変更を行わないこと。

事業名 事業内容 事業実施主体 総事業費
着手予定

年 月 日

完了予定

年 月 日

（旧）

第３号様式（第 11 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業指令前着手届

高知県産業振興推進総合支援事業実施計画に基づく下記事業について、別記条件を了承の上、指

令前に着手したいので、指令前着手届を提出します。

記

１ 事業内容

２ 指令前着手を必要とする理由

別記条件

１ 補助金の交付の決定通知を受けるまでの期間内に、天災地変等の理由によって実施した事業に

損失を生じた場合の当該損失は、事業実施主体が負担するものとすること。

２ 補助金の交付の決定通知を受けた補助金額が、交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合

においても、異議がないこと。

３ 当該事業については、着手から補助金の交付の決定通知を受けるまでの期間内において、計画

変更を行わないこと。

事業名 事業内容 事業実施主体 総事業費
着手予定

年 月 日

完了予定

年 月 日



（新）

第４号様式（第 12 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金変更申請書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の交付の決定がありまし

た下記事業について、その内容を変更して実施したいので、高知県産業振興推進総合支援事業費

補助金交付要綱第 12 条の規定により、変更申請書を提出します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 事業区分（該当事業の〔 〕欄に○印を付してください。）

〔 〕ステップアップ事業（トライアル分）

〔 〕ステップアップ事業（通常分）

〔 〕一般事業（通常分）

〔 〕一般事業（特別分）

〔 〕一般事業（企業等通常分）

〔 〕特別承認事業

〔 〕中山間地域雇用創出事業

〔 〕雇用奨励金事業

〔 〕外部人材活用支援事業

〔 〕地域産業課題解決支援事業

４ 変更の内容及びその理由

５ 補助金変更申請額

（注）１ 完了予定年月日を延期しようとするときは、変更後の工程表を添えてください。

２ 総事業費の増額又は補助事業費の増額、交付決定時に予定していなかった工事、設備、

備品等を追加しようとするときは、経費の見積書、工事の図面等を添えてください。

既交付決定額 変更後の申請額 差引き増減額

円 円 円

（旧）

第４号様式（第 12 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金変更申請書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の交付の決定がありまし

た下記事業について、その内容を変更して実施したいので、高知県産業振興推進総合支援事業費

補助金交付要綱第 12 条の規定により、変更申請書を提出します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 事業区分（該当事業の〔 〕欄に○印を付してください。）

〔 〕ステップアップ事業（トライアル分）

〔 〕ステップアップ事業（通常分）

〔 〕一般事業（通常分）

〔 〕一般事業（特別分）

〔 〕一般事業（企業等通常分）

〔 〕特別承認事業

〔 〕外部人材活用支援事業

〔 〕地域産業課題解決支援事業

４ 変更の内容及びその理由

５ 補助金変更申請額

（注）１ 完了予定年月日を延期しようとするときは、変更後の工程表を添えてください。

２ 総事業費の増額又は補助事業費の増額、交付決定時に予定していなかった工事、設備、

備品等を追加しようとするときは、経費の見積書、工事の図面等を添えてください。

既交付決定額 変更後の申請額 差引き増減額

円 円 円



（新）

６ 収支予算

（１）収入の部 （単位：円）

（注）１ 区分は、適宜記入してください。

２ 地方債については、「備考」欄に地方債の種類を記入してください。

（２）支出の部 （単位：円）

（注）１ 「事業名」欄は、市町村等にあっては、歳出予算における事業名を記入してください。

２ 変更前を上段に括弧書きで記入してください。

３ 「予算議決日（又は議決予定日）」欄は、市町村等の場合に記入してください。

区 分 予 算 額 備 考

国補助金

県補助金

一般財源又は自己資金

地方債又は借入金

その他（ ）

計

事 業 名 予 算 額 備 考

計

予算議決日（又は議決予定日） 年 月 日（予定）

（旧）

６ 収支予算

（１）収入の部 （単位：円）

（注）１ 区分は、適宜記入してください。

２ 地方債については、「備考」欄に地方債の種類を記入してください。

（２）支出の部 （単位：円）

（注）１ 「事業名」欄は、市町村等にあっては、歳出予算における事業名を記入してください。

２ 変更前を上段に括弧書きで記入してください。

３ 「予算議決日（又は議決予定日）」欄は、市町村等の場合に記入してください。

区 分 予 算 額 備 考

国補助金

県補助金

一般財源又は自己資金

地方債又は借入金

その他（ ）

計

事 業 名 予 算 額 備 考

計

予算議決日（又は議決予定日） 年 月 日（予定）



（新）

７ 事業変更計画

（１）財源内訳等

（単位：円）

（注）１ 事業実施主体ごとに記入してください。

２ 変更前を上段に括弧書きで記入してください。

３ 「備考」欄は、補助対象経費（Ａ）に含まれる消費税及び地方消費税相当額を記入してください。

事業名 事業概要
事業実施

主体

着手予定

年月日

完了予定

年月日

総事業費

(Ａ＋Ｂ)

補助対象

経費

（Ａ）

補助対象経費(Ａ)の財源内訳
その他の

経 費

（Ｂ）

備 考
国補助金 県補助金

一般財源

又は

自己資金

地方債

又は

借入金

その他

（ ）

計

（旧）

７ 事業変更計画

（１）財源内訳等

（単位：円）

（注）１ 事業実施主体ごとに記入してください。

２ 変更前を上段に括弧書きで記入してください。

３ 「備考」欄は、補助対象経費（Ａ）に含まれる消費税及び地方消費税相当額を記入してください。

事業名 事業概要
事業実施

主体

着手予定

年月日

完了予定

年月日

総事業費

(Ａ＋Ｂ)

補助対象

経費

（Ａ）

補助対象経費(Ａ)の財源内訳
その他の

経 費

（Ｂ）

備 考
国補助金 県補助金

一般財源

又は

自己資金

地方債

又は

借入金

その他

（ ）

計



（新）

（２）総事業費の内訳

（単位：円）

（注）１ 変更前を上段に括弧書きで記入してください。

２ 算定根拠となる資料を添えてください（既に提出している場合は、不要です。）。

補助対象

事業区分
事業実施主体 内 容 積 算 根 拠 金 額

うち、

補助対象経費

①市場調

査等事業

小 計

②商品・

技術開発

等事業

小 計

③販路開

拓・販売

促進等事

業

小 計

④観光交

流促進等

事業

小 計

⑤施設・

設備等整

備事業

小 計

⑥その他

事業

小 計

合 計

（旧）

（２）総事業費の内訳

（単位：円）

（注）１ 変更前を上段に括弧書きで記入してください。

２ 算定根拠となる資料を添えてください（既に提出している場合は、不要です。）。

補助対象

事業区分
事業実施主体 内 容 積 算 根 拠 金 額

うち、

補助対象経費

①市場調

査等事業

小 計

②商品・

技術開発

等事業

小 計

③販路開

拓・販売

促進等事

業

小 計

④観光交

流促進等

事業

小 計

⑤施設・

設備等整

備事業

小 計

⑥その他

事業

小 計

合 計



（新）

第５号様式（第 13 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金繰越承認申請書

年 月 日付け高知県指令 第 号で（変更）交付の決定がありました高知県産

業振興推進総合支援事業費補助金について、別紙理由書に記載した理由により年度内の完了が困難

になりましたので、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱第 13 条の規定により繰越の

承認を申請します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 事業完了予定年月日（当初） 年 月 日

４ 変更後の完了予定年月日 年 月 日

５ 理由書 別紙のとおり

（注） 工程表等補助事業の進捗及び完了予定年月日が確認できる資料を添えてください。

（旧）

第５号様式（第 13 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金繰越承認申請書

年 月 日付け高知県指令 第 号で（変更）交付の決定がありました高知県産

業振興推進総合支援事業費補助金について、別紙理由書に記載した理由により年度内の完了が困難

になりましたので、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱第 13 条の規定により繰越の

承認を申請します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 事業完了予定年月日（当初） 年 月 日

４ 変更後の完了予定年月日 年 月 日

５ 理由書 別紙のとおり

（注） 工程表等補助事業の進捗及び完了予定年月日が確認できる資料を添えてください。



（新）

第６号様式（第 14 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金雇用奨励金事業年度終了実績報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で交付の決定がありました高知県産

業振興推進総合支援事業費補助金に係る補助事業を実施しましたので、高知県産業振興推進総合支

援事業費補助金交付要綱第 14 条第１項の規定により、その実績を報告します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 補助対象人数

人

４ 実績報告額

金 円



（新）

５ 雇用者名簿

令和 年 月 日

（注）１ 交付決定日以降の全ての従業員（退職者を含む）について、記載してください。

２ 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 107 条の労働者名簿から転記してください。

（当該報告年度の３月 31 日時点）

３ 雇用形態欄に「正規」又は「非正規」を記入してください。

４ 本事業期間における補助金対象者（非正規からの正規転用含む）は「補助対象者」欄に「○

印を記入してください。

５ 補助対象者については、以下の書類を添えてください。

・雇用保険被保険者資格取得等確認通知書

・当該報告年度の 3 月 31 日に取得した事業所別被保険者台帳（3 月 31 日が土日祝日の場

合、直後の平日に取得したもの）、また、3 月 31 日に取得できなかった場合で、3 月 31

日から台帳取得日の間に雇用奨励金の対象となる退職者がいる場合は、雇用保険被保険

者資格喪失届の控え

・住民票（当該補助年度の 3 月 31 日以降に証明されたもの）

・雇用契約書

・賃金台帳、タイムカード、出勤簿等の勤務実態を確認することができる書類

６ 上記の添付書類等については、いずれも当該書類の写しを添えてください。

番号 氏名 生年月日 住所
雇用

開始日
退職日

雇用

形態

補助

対象者

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

交付決定日以降の新規雇用した従業員数 ○人(A)

うち当該年度の 3/31 時点の従業員数 ○人(B)

(A)のうち 34 歳以下の従業員数 ○人(C)

(B)のうち 34 歳以下の従業員数 ○人(D)

新規雇用した従業員の定着率(B/A×100) ○.○％

うち 34 歳以下の従業員の定着率(D/C×100) ○.○％



（新）

第 7 号様式（第 14 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金年度終了実績報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定があり

ました高知県産業振興推進総合支援事業費補助金に係る下記の事業を実施しましたので、 年度

の実績について報告します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 事業区分（該当事業の〔 〕欄に○印を付してください。）

〔 〕ステップアップ事業（トライアル分）

〔 〕ステップアップ事業（通常分）

〔 〕一般事業（通常分）

〔 〕一般事業（特別分）

〔 〕一般事業（企業等通常分）

〔 〕特別承認事業

〔 〕中山間地域雇用創出事業

〔 〕外部人材活用支援事業

〔 〕地域産業課題解決支援事業

４ 事業完了予定日

（旧）

第 7 号様式（第 14 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金年度終了実績報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定があり

ました高知県産業振興推進総合支援事業費補助金に係る下記の事業を実施しましたので、 年度

の実績について報告します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 事業区分（該当事業の〔 〕欄に○印を付してください。）

〔 〕ステップアップ事業（トライアル分）

〔 〕ステップアップ事業（通常分）

〔 〕一般事業（通常分）

〔 〕一般事業（特別分）

〔 〕一般事業（企業等通常分）

〔 〕特別承認事業

〔 〕外部人材活用支援事業

〔 〕地域産業課題解決支援事業

４ 事業完了予定日



（新）

５ 年度実績内訳

（注）工程表等の進捗状況が確認できる資料を添付すること。

事業名
事業実施

主体

交付決定の内容 年度遂行 年度繰越額 事業実施期間

備考

総事業費
補助対象

経費
県補助額 支払実績額 事業進捗率

県補助

受入額
事業費

県補助

予定額

着手

年月日

完了予定

年月日

計

（旧）

５ 年度実績内訳

（注）工程表等の進捗状況が確認できる資料を添付すること。

事業名
事業実施

主体

交付決定の内容 年度遂行 年度繰越額 事業実施期間

備考

総事業費
補助対象

経費
県補助額 支払実績額 事業進捗率

県補助

受入額
事業費

県補助

予定額

着手

年月日

完了予定

年月日

計



（新）

第８号様式（第 15 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金実績報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で（変更）交付の決定がありました高

知県産業振興推進総合支援事業費補助金に係る補助事業を実施しましたので、高知県産業振興推進

総合支援事業費補助金交付要綱第 15 条第１項の規定により、その実績を報告します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 事業区分（該当事業の〔 〕欄に○印を付してください。）

〔 〕ステップアップ事業（トライアル分）

〔 〕ステップアップ事業（通常分）

〔 〕一般事業（通常分）

〔 〕一般事業（特別分）

〔 〕一般事業（企業等通常分）

〔 〕特別承認事業

〔 〕中山間地域雇用創出事業

〔 〕雇用奨励金事業

〔 〕外部人材活用支援事業

〔 〕地域産業課題解決支援事業

４ 事業完了年月日

（注）１ 外部人材活用支援事業は別記第８号様式の１「高知県産業振興推進総合支援事業

（外部人材活用支援事業）外部人材の活用実績表」を添えてください。

２ 雇用奨励金事業は別記第８号様式の２「高知県産業振興推進総合支援事業費補助金

雇用奨励金事業実績報告」を添えてください。

（旧）

第６号様式（第 14 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金実績報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で（変更）交付の決定がありました高

知県産業振興推進総合支援事業費補助金に係る補助事業を実施しましたので、高知県産業振興推進

総合支援事業費補助金交付要綱第 14 条第１項の規定により、その実績を報告します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 事業区分（該当事業の〔 〕欄に○印を付してください。）

〔 〕ステップアップ事業（トライアル分）

〔 〕ステップアップ事業（通常分）

〔 〕一般事業（通常分）

〔 〕一般事業（特別分）

〔 〕一般事業（企業等通常分）

〔 〕特別承認事業

〔 〕外部人材活用支援事業

〔 〕地域産業課題解決支援事業

４ 事業完了年月日

（注） 外部人材活用支援事業は別記第６号様式の１「高知県産業振興推進総合支援事業（外

部人材活用支援事業）外部人材の活用実績表」を添えてください。



（新）

５ 収支決算（見込み）

（１）収入の部 （単位：円）

（注）１ 区分は、適宜記入してください。

２ 地方債については、「備考」欄に地方債の種類を記入してください。

（２）支出の部 （単位：円）

（注）「事業名」欄は、市町村等にあっては、歳出予算における事業名を記入してください。

区 分 予 算 額 備 考

国補助金

県補助金

一般財源又は自己資金

地方債又は借入金

その他（ ）

計

事 業 名 予 算 額 備 考

計

（旧）

５ 収支決算（見込み）

（１）収入の部 （単位：円）

（注）１ 区分は、適宜記入してください。

２ 地方債については、「備考」欄に地方債の種類を記入してください。

（２）支出の部 （単位：円）

（注）「事業名」欄は、市町村等にあっては、歳出予算における事業名を記入してください。

区 分 予 算 額 備 考

国補助金

県補助金

一般財源又は自己資金

地方債又は借入金

その他（ ）

計

事 業 名 予 算 額 備 考

計



（新）

６ 事業実績

（１）財源内訳等

（単位：円）

（注）１ 事業実施主体ごとに記入してください。

２ 上段に括弧書きで交付決定の内容を記入してください。

３ 「備考」欄は、補助対象経費（Ａ）に含まれる消費税及び地方消費税相当額を記入してください。

事業名 事業概要
事業実施

主体

着手予定

年月日

完了予定

年月日

総事業費

(Ａ＋Ｂ)

補助対象

経費

（Ａ）

補助対象経費(Ａ)の財源内訳
その他の

経 費

（Ｂ）

備 考
国補助金 県補助金

一般財源

又は

自己資金

地方債

又は

借入金

その他

（ ）

計

（旧）

６ 事業実績

（１）財源内訳等

（単位：円）

（注）１ 事業実施主体ごとに記入してください。

２ 上段に括弧書きで交付決定の内容を記入してください。

３ 「備考」欄は、補助対象経費（Ａ）に含まれる消費税及び地方消費税相当額を記入してください。

事業名 事業概要
事業実施

主体

着手予定

年月日

完了予定

年月日

総事業費

(Ａ＋Ｂ)

補助対象

経費

（Ａ）

補助対象経費(Ａ)の財源内訳
その他の

経 費

（Ｂ）

備 考
国補助金 県補助金

一般財源

又は

自己資金

地方債

又は

借入金

その他

（ ）

計



（新）

（２）総事業費の内訳

（単位：円）

（注） 上段に括弧書きで補助金の交付の決定の内容を記入してください。

補助対象

事業区分
事業実施主体 内 容 積 算 根 拠 金 額

うち、

補助対象経費

①市場調

査等事業

小 計

②商品・

技術開発

等事業

小 計

③販路開

拓・販売

促進等事

業

小 計

④観光交

流促進等

事業

小 計

⑤施設・

設備等整

備事業

小 計

⑥その他

事業

小 計

合 計

（旧）

（２）総事業費の内訳

（単位：円）

（注） 上段に括弧書きで補助金の交付の決定の内容を記入してください。

補助対象

事業区分
事業実施主体 内 容 積 算 根 拠 金 額

うち、

補助対象経費

①市場調

査等事業

小 計

②商品・

技術開発

等事業

小 計

③販路開

拓・販売

促進等事

業

小 計

④観光交

流促進等

事業

小 計

⑤施設・

設備等整

備事業

小 計

⑥その他

事業

小 計

合 計



（新）

７ 補助事業の内容及び成果等

（注）１ 複数の取組を実施した場合は、「補助事業の内容及び成果」欄に、取組ごとに簡潔に記載

してください。

２ 成果については、できるだけ数値及び指標を用いて具体的に記入し、目標に対する達成度

についても、記載してください。

３ 成果を確認することができる資料があれば、添えてください。

【補助事業の内容及び成果】

【補助事業の成果による今後の波及効果】

（旧）

７ 補助事業の内容及び成果等

（注）１ 複数の取組を実施した場合は、「補助事業の内容及び成果」欄に、取組ごとに簡潔に記載

してください。

２ 成果については、できるだけ数値及び指標を用いて具体的に記入し、目標に対する達成度

についても、記載してください。

３ 成果を確認することができる資料があれば、添えてください。

【補助事業の内容及び成果】

【補助事業の成果による今後の波及効果】



（新）

第８号様式の１

高知県産業振興推進総合支援事業（外部人材活用支援事業）外部人材の活用実績表

（注）１ 活動の日数や内容等を確認することができる資料を添えてください。

２ 活用した外部の専門人材の人数に応じて、上記の欄を適宜追加してください。

事 業 名

専
門
人
材

専門人材の

区分
中心となる専門人材・その他専門人材

氏名、所属

活動内容

活動日数及

び報償費等

の額（月ご

とに記載）

専門人材の

ノウハウ等

の移転を受

けた人材

移転を受け

たノウハウ

等の内容

（旧）

第６号様式の１

高知県産業振興推進総合支援事業（外部人材活用支援事業）外部人材の活用実績表

（注）１ 活動の日数や内容等を確認することができる資料を添えてください。

２ 活用した外部の専門人材の人数に応じて、上記の欄を適宜追加してください。

事 業 名

専
門
人
材

専門人材

の区分
中心となる専門人材・その他専門人材

氏名、所属

活動内容

活動日数

及び報償

費等の額

（月ごと

に記載）

専門人材

のノウハ

ウ等の移

転を受け

た人材

移転を受

けたノウ

ハウ等の

内容



（新）

第８号様式の２

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金雇用奨励金事業実績報告

１ 補助対象人数

人

２ 実績報告額

金 円

３ 雇用者名簿

令和 年 月 日

（注）１ 交付決定日以降の全ての従業員（退職者を含む）について、記載してください。

２ 労働基準法（昭和 22年法律第49号）第 107条の労働者名簿から転記してください。

（当該報告年度の３月31日時点）

３ 雇用形態欄に「正規」又は「非正規」を記入してください。

番号 氏名 生年月日 住所
雇用

開始日
退職日

雇用

形態

補助

対象者

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

交付決定日以降の新規雇用した従業員数 ○人(A)

うち当該年度の 3/31 時点の従業員数 ○人(B)

(A)のうち 34歳以下の従業員数 ○人(C)

(B)のうち 34歳以下の従業員数 ○人(D)

新規雇用した従業員の定着率(B/A×100) ○.○％

うち 34歳以下の従業員の定着率(D/C×100) ○.○％





（新）

第９号様式（第 15 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金に係る

消費税仕入控除税額等報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で（変更）交付の決定がありました補

助金について、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱第 15 条第３項の規定により、下

記のとおり報告します。

記

１ 事業名

２ 内 容

（注）事業実施主体別の内訳資料その他参考となる資料を添えてください。

補助金返還相当額は、1,000 円未満の端数を切り上げてください。

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱

第 15 条第４項の規定による補助金の確定額

（補助金交付決定額）

円

実績報告時に減額した消費税仕入控除税額等

（ａ）

円

消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等

（ｂ）

円

補助金返還相当額
（（ｂ）－（ａ））×補助率

円

（旧）

第８号様式（第 14 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金に係る

消費税仕入控除税額等報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で（変更）交付の決定がありました補

助金について、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱第 14 条第４項の規定により、下

記のとおり報告します。

記

１ 事業名

２ 内 容

（注）事業実施主体別の内訳資料その他参考となる資料を添えてください。

補助金返還相当額は、1,000 円未満の端数を切り上げてください。

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱

第 14 条第５項の規定による補助金の確定額

（補助金交付決定額）

円

実績報告時に減額した消費税仕入控除税額等

（ａ）

円

消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等

（ｂ）

円

補助金返還相当額
（（ｂ）－（ａ））×補助率

円



（新）

第 10 号様式（第 16 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金概算払請求書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定があり

ました下記事業について、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱第 16 条第２項の規定

により、概算払を請求します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 概算払請求事由

４ 概算請求額

５ 添付資料

概算払に必要があると認められる資料等

補助金交付決定額 円

既交付額 円

今回請求額 円

（旧）

第９号様式（第 15 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金概算払請求書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定があり

ました下記事業について、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱第 15 条第２項の規定

により、概算払を請求します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

３ 概算払請求事由

４ 概算請求額

５ 添付資料

概算払に必要があると認められる資料等

補助金交付決定額 円

既交付額 円

今回請求額 円



（新）

第 11 号様式（第 17 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金に係る工事等着工報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定があり

ました下記事業に係る工事等着工について、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱第

17 条第１項第１号の規定により、報告します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

（旧）

第 10 号様式（第 16 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金に係る工事等着工報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定があり

ました下記事業に係る工事等着工について、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要綱第

16 条第１項第１号の規定により、報告します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体



（新）

３ 契約状況

４ 出来高見込み

（注）１ 契約工事等ごとに記入してください。

２ 「工事等概要」欄は、工種、工法、規模（延長、高さ、深さ、幅、延べ面積等）、設備、機械等を記入してください。

３ 契約書の写し（契約件名、契約期間、契約金額及び契約当事者が記載された部分）、工事等の工程表、設計書、平面図及び立面図（建物の場合）を添えてください。

工事等名 工事等概要 請負等業者名 契約額（円） 契約年月日 着工年月日 完了予定年月日

工事等名 ６月末の出来高見込み ９月末の出来高見込み 12 月末の出来高見込み ３月末の出来高見込み

千円

％

千円

％

千円

％

千円

％

（旧）

３ 契約状況

４ 出来高見込み

（注）１ 契約工事等ごとに記入してください。

２ 「工事等概要」欄は、工種、工法、規模（延長、高さ、深さ、幅、延べ面積等）、設備、機械等を記入してください。

３ 契約書の写し（契約件名、契約期間、契約金額及び契約当事者が記載された部分）、工事等の工程表、設計書、平面図及び立面図（建物の場合）を添えてください。

工事等名 工事等概要 請負等業者名 契約額（円） 契約年月日 着工年月日 完了予定年月日

工事等名 ６月末の出来高見込み ９月末の出来高見込み 12 月末の出来高見込み ３月末の出来高見込み

千円

％

千円

％

千円

％

千円

％



（新）

第 12 号様式（第 17 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金に係る工事等進捗状況報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定があり

ました下記事業に係る工事等進捗状況について、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要

綱第 17 条第１項第２号の規定により、報告します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体

（旧）

第 11 号様式（第 16 条関係）

第 号

年 月 日

高知県知事 様

所在地

申請者 名称

代表者名

高知県産業振興推進総合支援事業費補助金に係る工事等進捗状況報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の（変更）交付の決定があり

ました下記事業に係る工事等進捗状況について、高知県産業振興推進総合支援事業費補助金交付要

綱第 16 条第１項第２号の規定により、報告します。

記

１ 事業名

２ 事業実施主体



（新）

３ 進捗状況

４ その他（着工していない工事等があれば、記入してください。）

（注）１ 契約工事等ごとに記入してください。

２ 「工事等概要」欄は、工種、工法、規模（延長、高さ、深さ、幅、延べ面積等）、設備、機械等を記入してください。

３ 12 月末の出来高が、工事等着工報告書に記入される出来高見込より大幅に下回っている場合は、「備考」欄にその状況を記入し、工程表等の必要な資料を添えてください。

４ 進捗状況の工事等概要が、工事等着工報告書に記入される内容と大幅に変更されている場合は、「備考」欄にその状況を記入し、設計書等の必要な資料を添えてください。

工事等名 契約額 12 月末の出来高 １月末の出来高

(見込み)

２月末の出来高

（見込み）

完成予定年月日 備 考

円 千円

％

千円

％

千円

％

工事等名 工事等概要 着工が遅れている理由 契約（予定）額 契約(予定)年月日 着工予定年月日 完了予定年月日

（旧）

３ 進捗状況

４ その他（着工していない工事等があれば、記入してください。）

（注）１ 契約工事等ごとに記入してください。

２ 「工事等概要」欄は、工種、工法、規模（延長、高さ、深さ、幅、延べ面積等）、設備、機械等を記入してください。

３ 12 月末の出来高が、工事等着工報告書に記入される出来高見込より大幅に下回っている場合は、「備考」欄にその状況を記入し、工程表等の必要な資料を添えてください。

４ 進捗状況の工事等概要が、工事等着工報告書に記入される内容と大幅に変更されている場合は、「備考」欄にその状況を記入し、設計書等の必要な資料を添えてください。

工事等名 契約額 12 月末の出来高 １月末の出来高

(見込み)

２月末の出来高

（見込み）

完成予定年月日 備 考

円 千円

％

千円

％

千円

％

工事等名 工事等概要 着工が遅れている理由 契約（予定）額 契約(予定)年月日 着工予定年月日 完了予定年月日



（新）

第 13 号様式（第 18 条関係）

取得財産等管理台帳（ 年度）

補助金名：高知県産業振興推進総合支援事業費補助金

事業名：

（注）１ 対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上のものとします。

２ 「事業名」欄は、補助金の交付の申請を行った事業名称を記入してください。

３ 「数量」欄は、同一規格であれば一括して記入して差し支えありません。ただし、単価が異なる場合には区分して記入してください。

４ 「取得年月日」欄は、検査を行う場合は、検収年月日を記入してください。

５ 「耐用年数」欄は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）」に定められている耐用年数に相当する期間を記入し、

取得財産等の耐用年数が分かる根拠書類を添付してください。

６ 取得財産等を取得した者と使用者とが異なる場合は、「備考」欄に使用者名を記入してください。

区分
財産を

取得した者
規格 数量 単価 金額 取得年月日 保管場所

県補

助率

耐用年数

処分制

限期間

備 考
財産名

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年

（旧）

第 12 号様式（第 17 条関係）

取得財産等管理台帳（ 年度）

補助金名：高知県産業振興推進総合支援事業費補助金

事業名：

（注）１ 対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上のものとします。

２ 「事業名」欄は、補助金の交付の申請を行った事業名称を記入してください。

３ 「数量」欄は、同一規格であれば一括して記入して差し支えありません。ただし、単価が異なる場合には区分して記入してください。

４ 「取得年月日」欄は、検査を行う場合は、検収年月日を記入してください。

５ 「耐用年数」欄は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）」に定められている耐用年数に相当する期間を記入し、

取得財産等の耐用年数が分かる根拠書類を添付してください。

６ 取得財産等を取得した者と使用者とが異なる場合は、「備考」欄に使用者名を記入してください。

区分
財産を

取得した者
規格 数量 単価 金額 取得年月日 保管場所

県補

助率

耐用年数

処分制

限期間

備 考
財産名

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年



（新）

第 14 号様式（第 18 条関係）

取得財産等管理明細表（ 年度）

補助金名：高知県産業振興推進総合支援事業費補助金

事業名：

（注）１ 対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上のものとします。

２ 「事業名」欄は、補助金の交付の申請を行った事業名称を記入してください。

３ 「数量」欄は、同一規格であれば一括して記入して差し支えありません。ただし、単価が異なる場合には区分して記入してください。

４ 「取得年月日」欄は、検査を行う場合は、検収年月日を記入してください。

５ 「耐用年数」欄は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）」に定められている耐用年数に相当する期間を記入し、

取得財産等の耐用年数が分かる根拠書類を添付してください。

６ 取得財産等を取得した者と使用者とが異なる場合は、「備考」欄に使用者名を記入してください。

区分
財産を

取得した者
規格 数量 単価 金額 取得年月日 保管場所

県補

助率

耐用年数

処分制

限期間

備 考
財産名

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年

（旧）

第 13 号様式（第 17 条関係）

取得財産等管理明細表（ 年度）

補助金名：高知県産業振興推進総合支援事業費補助金

事業名：

（注）１ 対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上のものとします。

２ 「事業名」欄は、補助金の交付の申請を行った事業名称を記入してください。

３ 「数量」欄は、同一規格であれば一括して記入して差し支えありません。ただし、単価が異なる場合には区分して記入してください。

４ 「取得年月日」欄は、検査を行う場合は、検収年月日を記入してください。

５ 「耐用年数」欄は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）」に定められている耐用年数に相当する期間を記入し、

取得財産等の耐用年数が分かる根拠書類を添付してください。

６ 取得財産等を取得した者と使用者とが異なる場合は、「備考」欄に使用者名を記入してください。

区分
財産を

取得した者
規格 数量 単価 金額 取得年月日 保管場所

県補

助率

耐用年数

処分制

限期間

備 考
財産名

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年

円 円 年


